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Ⅰ 計 画 の 大 綱

１ 自然的、社会経済的背景と森林計画区の位置付け

(１) 位置

本森林計画区は、岩手県の南東部に位置し、東は太平洋、南は宮城県に接し大船渡市

など３市２町を包括している。

(２) 自然的背景

ア 地勢

本森林計画区は、全体的に北上山地より太平洋に向けて東傾している。

この地域は 中央部に五葉山 1,351 ｍ 愛染山 1,228 ｍ 雄岳 1,313 ｍ 等の、 （ ）、 （ ）、 （ ）

山岳をもち 地形は一般に急峻である しかしながら 釜石市内の橋野地域は標高600 ～、 。 、

900ｍの高原地形を呈し、起伏の少ない台地が広く発達している。

これら山地に源をもつ大槌川 小鎚川 甲子川 気仙川 盛川が東又は南流して太平洋、 、 、 、

に注いでいる。

、 、 、 。また 三陸沿岸に近い地域は 比較的急傾斜の地形が多く リアス式海岸となっている

イ 地質及び土壌

、 、 、 。本森林計画区の地質は 古生代二畳紀以前の石灰岩 砂岩 粘板岩等が分布している

、 、 、 、 。土壌は 黒色土が主体をなし 次いで褐色森林土 ポドゾル土壌 その他となっている

標高おおむね700ｍ以下の山岳地帯には褐色森林土が多く、丘陵地帯には赤色系の褐色森

林土が分布している また 内陸部の高原地帯には主として黒色土が分布しており 北上。 、 、

山地のおおむね900ｍ以上の地帯にはポドゾル土壌が出現する。

ウ 気 候

北上山地は、冬季の積雪量も比較的少なく、気温も奥羽山脈より穏やかである。

また 海岸地域は 海洋の影響が大きく冬季の季節風 夏季の降水量も少なく 寒暖の、 、 、 、

差が小さい。

エ 林 況

(ｱ) 人工林

人工林は、14千haであり立木地面積28千haの51％を占めている。また、人工林蓄積は

2,216千ｍ で 総蓄積4,266千ｍ の52％を占めており 樹種別ではアカマツが36％ スギ3 3、 、 、

が30％、カラマツが26％となっている。

齢級配置は、７齢級～10齢級が人工林全体の61％を占めている。

(ｲ) 天然林

天然林は、14千haで立木地面積の49％を占め、ブナ、ナラ類、カンバ類等の広葉樹林

とヒバ、ネズコ林そして丘陵林地帯のアカマツ林からなっている。このうち、ブナ林は
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北上山地に局所的に分布しており、ヒバ、ネズコは五葉山を中心とする地域に分布して

いる。また、クリ、ケヤキ、カンバ類は過去に伐採の繰返された林分や放牧地、山火事

の被害を受けた林分等に分布している。

（３） 社会・経済的背景

ア 土地利用の現況

本森林計画区の総面積は153千haで岩手県の総面積の10％を占めている。土地の利用状

況は 森林が132千haで本計画区の86％を占め 耕地が4％ 水田1％ その他が10％とな、 、 （ ）、

っている。

イ 地域産業の概要

本森林計画区の就労者数は62千人となっており、その産業別の割合は第１次産業が12

、 、 。 、 、％ 第２次産業が31％ 第３次産業が57％となっている また 純生産額は約３千億円で

産業別の割合は第１次産業が5％、第２次産業が30％、第３次産業65％となっている。

なお、第１次産業に占める林業の割合は、就労者数が3％、純生産額が10％となってい

る。

ウ 森林計画区における国有林の位置付け

本森林計画区の国有林面積は30千haで、計画区内の土地面積153千haの20％、森林面積

132千haの23％を占め、その割合は岩手県内の５計画区の中では一番低くなっているが、

太平洋に注ぐ河川の水質汚濁等の防止等、公益的機能の高度発揮が求められている。
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２ 計画樹立に当たっての基本的考え方

、 、 、 、森林は 木材等の林産物の供給 水源のかん養 山地災害の防止等の機能の発揮を通じて

国民生活と深く結びついてきたところであるが 近年 これらに加えて 保健・文化・教育、 、 、

的な利用の場の提供 良好な生活環境の保全等の機能の発揮 地球温暖化の防止や生物多様、 、

性の保全等への寄与等森林の持つ多面的機能への期待が高まっており 国民の要請は高度化、

・多様化してきている。

一方 森林資源の状況を見ると 天然林については 資源内容が必ずしも十分なものとな、 、 、

ってはいない また 人工林については その多くが未だ間伐等の施業が必要な育成段階に。 、 、

、 。 、あるが 高齢級の森林が増加しつつある このように森林資源は量的には充実しつつあり

適切な間伐等の推進による整備・保全と国産材の利用拡大を通じた林業の再生を図っていく

重要な時期を迎えている。

このような状況の下で 公益的機能の発揮を図りつつ木材資源の効率的な循環・利用に対、

、 、 、応するため 従来から進めてきた若齢の人工林の間伐に加え 高齢級の人工林についても

コストを抑えた間伐を適切に行いながら 立地条件や国民のニーズに応じて長伐期化や育成、

複層林への誘導を計画的に実施するとともに 天然生林の的確な保全・管理など森林を健全、

な状態に育成し 循環させるという質的充実を図る必要がある また 保安林制度の適切な、 。 、

運用 山地災害等の防止対策などにより森林の保全の確保を図ることを基軸としつつ 森林、 、

の有する多面的機能のうち 重視すべき機能に応じた森林資源の整備及び保全の推進を図る、

ことが必要である なお このとき すべての森林には多種多様な動植物や土壌生物が生息。 、 、

・生育していることから それらを含む生態系の保全に配慮した施業を行うことが重要であ、

り そのような施業を通じて多様な林齢の森林を造成すること等が生物多様性の保全につな、

がることに十分留意する必要がある また 森林は二酸化炭素の吸収源・貯蔵庫として重要。 、

な役割を果たしており 間伐等の森林整備の着実な実施や 保安林等の適切な管理・保全等、 、

、 、「 」 、について 関係機関等の連携のもと 美しい森林づくり推進国民運動 の展開等を通じて

一層の推進を図る必要がある。

、 、 、 、さらに 森林浴の場 森林の癒しの効果を活用した健康づくりの場 森林環境教育の場

野生鳥獣との共存の場 ボランティアなどが森林づくりに参加する場等として森林空間を様、

々に利用する森林の総合利用に対応するとともに 景観の保全等の国民のニーズを踏まえた、

多様な森林資源の整備を推進する必要がある。

こうした森林整備の展開に当たっては 路網と高性能林業機械の組合せによる低コスト作、

業システムの普及及び定着等に取り組む必要がある。

、 、 、この計画においては 上記のような基本的な考え方に沿って 森林の整備及び保全の目標

森林施業 林道の開設 森林の土地の保全 保安施設等に関する事項を明らかにするもので、 、 、

ある。

なお 計画策定等に当たっては 当流域における多様な森林資源の整備及び保全に資する、 、

ため、民有林・国有林間での緊密な連携調整を図りつつ策定するものである。
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Ⅱ 計 画 事 項

１ 計画の対象とする森林の区域

次に掲げる市町村に所在する国有林野及び官行造林地の区域である。

市 町 村 別 面 積

単位 面積：ha

市 町 村 面 積 備 考

総 数 29,977.44

大 船 渡 市 1,824.77 三陸中部森林管理署

陸前高田市 1,604.87 〃

釜 石 市 10,126.13 〃

住 田 町 7,427.58 〃

大 槌 町 8,994.09 〃

注 １ 計画の対象とする森林の区域は、森林計画図において表示する区域内の国有林

とする。

２ 森林計画図の縦覧場所は、東北森林管理局、青森事務所及び三陸中部森林管理署

とする。
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２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項

(１） 森林の有する機能別の森林の所在及び面積

下記５機能の高度発揮が期待される森林は、別表１のとおり定める。

なお、各機能の定義は次のとおり。

ア 水源かん養機能

水資源を保持し渇水を緩和するとともに、洪水流量等を調節する機能

イ 山地災害防止機能

自然現象等による土砂崩壊、土砂流出等の山地災害の発生その他表面浸食等山地の荒廃

を防止し、土地を保全する機能

ウ 生活環境保全機能

生活環境の悪化を防止し、快適な生活環境を保全・形成する等の機能

エ 保健文化機能

保健・文化及び教育活動に寄与する機能及び自然環境を保全形成する等の機能

オ 木材等生産機能

木材等森林で生産される資源を培養する機能

(２） 森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項

森林の整備及び保全に当たっては 森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮さ、

せるため 生物多様性の保全及び地球温暖化の防止に果たす役割並びに近年の地球温暖化、

に伴い懸念される集中豪雨の増加等の自然環境の変化も考慮しつつ 重視すべき機能に応、

じた適正な森林施業の実施や森林の保全の確保により健全な森林資源の維持造成を推進す

るとともに その状況を的確に把握するための森林資源のモニタリングの適切な実施や森、

林GISの効果的な活用を図ることとする。

具体的には 水源のかん養 山地災害の防止 生活環境の保全 保健文化又は木材等生、 、 、 、

産の各機能の高度発揮を図るため、重視すべき機能に応じた整備及び保全を行う観点か

ら、森林を水源かん養機能又は山地災害防止機能を重視する「水土保全林 、生活環境保」

全機能又は保健文化機能を重視する 森林と人との共生林 及び木材等生産機能を重視す「 」

る 資源の循環利用林 に区分することとする その上で 育成単層林における保育及び「 」 。 、

間伐の積極的な推進 針広混交林化 広葉樹林化を含め 人為と天然力を適切に組み合わ、 、 、

、 、せた多様性に富む育成複層林の計画的な整備 天然生林の的確な保全及び管理等に加え

保安林制度の適切な運用 山地災害等の防止対策や森林病害虫被害等の防止対策の推進等、

により、重視すべき機能に応じた多様な森林資源の整備及び保全を図ることとする。

また 効率的な森林施業 森林の適正な管理経営に欠くことのできない施設である林道、 、

や作業道の整備を計画的に推進し 路網と高性能林業機械を組み合わせた低コストで効率、

的な作業システムの普及及び定着を図ることとする。
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ア 森林の整備及び保全の目標

(ｱ) 水源かん養機能

下層植生とともに樹木の根が発達することにより 水を蓄えるすき間に富んだ浸透・保、

水能力の高い森林土壌を有する森林であって 必要に応じて浸透を促進する施設等が整備、

されている森林

(ｲ) 山地災害防止機能

下層植生が生育するための空間が確保され適度な光が射し込み 下層植生とともに樹木、

の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた森林であって 必要に応じて山地災害、

を防ぐ施設が整備されている森林

(ｳ) 生活環境保全機能

大気の浄化 騒音や風を防ぐなど良好な生活環境を保全するために 樹高が高く枝葉が、 、

多く茂っているなど遮へい能力が高く 諸被害に対する抵抗性が高い森林及び汚染物質の、

吸着能力が高く、かつ、抵抗性があり、葉量の多い樹種によって構成されている森林

(ｴ) 保健文化機能

原生的な自然環境を構成し 学術的に貴重な動植物の生息 生育に適している森林 街、 、 、

並み 史跡 名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成している森林、 、

、 、又は身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され 多様な樹種等からなり

住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって 必要に応じて保健・文化・教育的、

活動に適した施設が整備されている森林

(ｵ) 木材等生産機能

、 、林木の生育に適した土壌を有し 木材として利用する上で良好な樹木により構成され

成長量が高く二酸化炭素の固定能力が高い森林であって 林道等の基盤施設が適切に整備、

されている森林

イ 森林の整備及び保全の基本方針

(ｱ) 水土保全林

ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周辺の森林、地域の用水源として重

要なため池、湧水地、渓流等の周辺に存在する森林で、水源かん養機能の発揮を重視すべ

き森林又は土砂の流出、土砂の崩壊の防備、その他災害の防備のための森林で山地災害防

「 」 、 、止機能の発揮を重視すべき森林を 水土保全林 に区分し 災害に強い国土基盤を形成し

又は良質な水の安定供給を確保する観点から、地形、地質等の条件を考慮した上で、水源

かん養又は山地災害防止の機能の維持増進を特に図るための森林施業を推進するととも

に、必要に応じて、保安林の指定や山地災害を防ぐ施設の整備を推進することとする。

具体的には、樹根及び表土の保全に留意し、林木の旺盛な成長を促しつつ、下層植生の

発達を確保するため、適切な保育・間伐等を促進するとともに、高齢級の森林への誘導や

伐採に伴う裸地面積の縮小及び分散を図ることを基本とする。また、立地条件や国民のニ

ーズ等に応じ、天然力も活用した施業を推進することとする。

また、ダム等の利水施設上流部や集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域

等において、水源のかん養や土砂の流出防備等の機能が十分に発揮されるよう保安林の指

定やその適切な管理を推進するとともに、渓岸の浸食防止や山脚の固定等を図る必要があ
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る場合には、谷止や土留等の施設の設置を推進することを基本とする。

(ｲ) 森林と人との共生林

国民の日常生活等に密接な関わりを持つ里山等の森林で 風や霧等の自然的要因の影響、

及び騒音や粉塵等人為的要因の影響を緩和し 気温や湿度を調整する等地域の快適な生活、

環境の保全に資する等生活環境保全機能の発揮を重視すべき森林又は地域の生態系や生物

多様性の保全に不可欠な森林 優れた自然景観等を形成する森林 国民の保健・文化・教、 、

育的利用に適した森林等の保健文化機能の発揮を重視すべき森林を「森林と人との共生

林 に区分し 生物多様性の保全や森林とのふれあいを通じた森林と人間との共生を図る」 、

観点から 生活環境保全又は保健文化機能の維持増進を図るための森林施業や森林の適切、

な保全を推進することとする。

具体的には 森林の構成を維持し 樹種の多様性を増進することを基本とし それぞれ、 、 、

の森林が求められる機能やあり方に応じ 保護及び適切な利用の組合せに留意して 適切、 、

な保育・間伐等や 立地条件や国民のニーズ等に応じた広葉樹の導入を図る施業を推進す、

るとともに 生活環境の保全 保健・風致の保存等のため 保安林の指定やその適切な管、 、 、

、 、理 野生動植物のための回廊の確保にも配慮した生態系として重要な森林の適切な保全

防風・防潮や景観の創出等生活環境の保全等に重要な役割を果たしている海岸林等の保全

を推進することとする。

(ｳ) 資源の循環利用林

国民生活に不可欠であり、再生可能資源としての重要性が高まりつつある木材等の林産

物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点から、木材等生産機能の発揮を重視する森

林として、上記２つの区分以外の森林を「資源の循環利用林」に区分する。

本区分の森林については、森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木

を生育させるための適切な造林、保育及び間伐の実施を推進することとする。

この場合、施業の集団化や機械化を通じた効率的な整備を推進することを基本とする。

(ｴ) 対象面積

単位 面積：ha 構成比：％

区 分 面 積 構 成 比

総 数 29,977.44 100

水 土 保 全 林 23,720.72 79

森林と人との共生林 2,795.10 9

資源の循環利用林 3,461.62 12

ウ 計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等

別表２のとおり定める。
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３ 伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項

１） 森林の立木竹の伐採に関する基本的事項(

ア 立木の標準伐期齢

標準伐期齢は、樹種ごとに平均成長量が最大となる年齢を基準として、次のとおり定め

る。

樹 種地 区

その他針葉樹 その他広葉樹ス ギ カラマツアカマツ、クロマツ

全 域 ４５ ４０ ３５ ４５ ２５

イ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法

森林施業を実施するに当たっては、２の(2)に定める森林の整備及び保全の目標その他

、 。森林の整備及び保全に関する基本的事項によるほか 次に掲げる基準によるものとする

(ｱ) 育成単層林施業を行う森林

育成単層林施業にあっては、気候、地形、土壌等自然的条件、林業技術体系等からみ

て、人工造林又はぼう芽更新等により高い林地生産力が期待される森林及び森林の有す

る公益的機能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当である森林について、以下の事

項に留意の上実施することとする。

ａ 主伐に当たっては、自然的条件及び公益的機能の確保についての必要性を踏まえ、

１箇所当たりの伐採面積の規模及び伐採箇所の分散に配慮することとする。また、林

地の保全、雪崩、落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止、風致の維持等のため必

要がある場合には、所要の保護樹帯を設置することとする。

ｂ 主伐の時期については、高齢級の人工林が増加すること等を踏まえ、公益的機能の

、 、発揮との調和に配慮しつつ 木材等資源の安定的かつ効率的な循環・利用を考慮して

多様化及び長期化を図ることとする。

本森林計画区における樹種別、生産目標別の主伐の時期は、次のとおりとする。

地 区 樹 種 主伐の時期
標 準 的 な 施 業 体 系

生産目標 仕立方法 期待径級

中 径 材 中 仕 立 24cm 60年ス ギ

中径無節材 中 仕 立 24cm 50年

大 径 材 中 仕 立 34cm 100年

全 域 カラマツ 中 径 材 中 仕 立 24cm 60年

大 径 材 中 仕 立 30cm 80年

中 径 材 中 仕 立 24cm 50年アカマツ

大 径 材 中 仕 立 34cm 100年
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(ｲ) 育成複層林施業を行う森林

育成複層林施業にあっては 気候 地形 土壌等の自然的条件 林業技術体系等からみ、 、 、 、

、 、て 人為と天然力の適切な組み合わせにより複数の樹冠層を構成する森林として成立し

森林の諸機能の維持増進が図られる森林について 以下の事項に留意の上実施することと、

する。

、 、 、主伐に当たっては 複層状態の森林に確実に誘導する観点から 自然的条件を踏まえ

森林を構成している樹種 林分構造等を勘案して行うこととする また 立地条件 下層、 。 、 、

木の生育条件等を踏まえ 帯状又は群状の伐採等の効率的な施業の実施についても考慮す、

ることとする。

ａ 択伐による場合は 森林生産力の増進が図られる適正な林分構造に誘導するよう適切、

な伐採率及び繰り返し期間によること。

ｂ 天然更新を前提とする場合には 種子の結実状況 天然稚樹の生育状況 母樹の保存、 、 、

等に配慮すること。

(ｳ) 天然生林施業を行う森林

、 、 、 、 、天然生林施業にあっては 気候 地形 土壌等の自然的条件 林業技術体系等からみて

主として天然力を活用することにより的確な更新及び森林の諸機能の維持増進が図られ

る森林について、以下の事項に留意の上、実施することとする。

ａ 主伐については、(ｲ)の主伐についての留意事項によること。

ｂ 国土の保全 自然環境の保全 種の保存等のために禁伐その他の施業を行う必要のあ、 、

る森林については、その目的に応じて適切な施業を行うこと。

(ｴ) その他

保安林及び保安施設地区内の森林並びに森林法施行規則（昭和26年農林省令第54号）第

７条の２に規定されている森林については、保全対象又は受益対象を同じくする森林ごと

に制限の目的の達成に必要な施業を行うとともに、森林生産力の維持増進が図られる施業

方法によることとする。

２) 伐採立木材積(

別表３のとおり計画する。
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４ 造林面積その他造林に関する事項

（１）造林に関する基本的事項

ア 造林樹種

(ｱ) 人工造林

人工造林における造林すべき樹種は 適地適木を原則とし 土壌 地形等の自然条、 、 、

件を的確に把握した上で 既往の造林実績及び 林産物の需要動向等を勘案して 現、 、 、

地の状況に最も適合した樹種を選定することとする。

(ｲ) 天然更新補助作業

天然更新の確実を図るため 現地の実態に応じ必要な補助作業を行うこととし 補、 、

助作業の対象樹種は、アカマツ、ブナ等の有用天然木とする。

イ 造林の標準的な方法

(ｱ) 人工造林の植栽本数

、 。下表を目安とし 立地条件及び有用天然木の稚幼樹の成立状況等に応じて調整する

なお、複層林施業については、下表の植栽本数に複層伐の伐採率を乗じて得られる

本数を目安とする。

ただし、保安林で植栽指定のある場合は、その指定本数以上とする。

単位：本／ha

樹 種 植 栽 本 数

ス ギ 2,500～3,000

カラマツ 2,000～2,500

ヒノキ 3,000～3,500

(ｲ) その他人工造林の標準的な方法

ａ 地 拵

林地の保護及び地力の維持を図りつつ確実な更新を行うため、末木枝条の存置状

況、植生、地形等に応じた効率的な作業方法を採用することとする。

アカマツ等の有用天然稚幼樹が群状に生育している場合は これを育成していくこ、

ととする。

ｂ 植 付

健全な苗木を用い 適期 適作業により活着率の向上と植栽当年からの旺盛な成長、 、

を期待する。

(ｳ) 天然更新補助作業の標準的な方法

更新を確保し 成林させるため 地表処理 刈出し 植込み等の更新補助作業を実、 、 、 、

施することが必要かつ適当な森林については それぞれの森林の状況に応じた方法に、

より、施業を行うこととする。

、 、 、また 期間を定めて更新状況を確認し 更新が完了していないと判断される場合は
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植栽等により更新を図ること。

ａ 地表処理

ササや粗腐植の堆積等により天然下種更新が阻害されている箇所についてかき起

こし、枝条整理等の作業を行う。

ｂ 刈出し

。ササなどの下層植生により天然稚樹の生育が阻害されている箇所について行う

ｃ 植込み

天然稚樹等の生育状況等を勘案し 天然下種更新の不十分な箇所に必要な本数を、

植栽する。

ウ 伐採跡地の更新すべき期間

公益的機能の維持 早期回復を図るため 人工造林によるものについては 原則として、 、 、

２年以内とする。

(２) 人工造林及び天然更新別の造林面積

別表４のとおり計画する。
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５ 間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項

（１）間伐及び保育に関する基本的事項

ア 間伐の標準的な方法

（ｱ） 間伐の時期

間伐は、林冠が閉鎖して林木相互間の競争による優劣が生じた時期から行うものと

するが、その目安は上層木樹高がおおむね９ｍ、かつ、収量比数がスギ0.60以上、ア

カマツ0.70以上、カラマツ0.65以上とする。

（ｲ） 間伐の繰り返し期間

林冠が再び閉鎖する期間と間伐効果が成長に及ぼす期間を考慮して決定することと

し、おおむね10年（ただし、カラマツにあっては８年）を目安とする。

(ｳ) 最終間伐の時期

主伐時期のおおむね10年前（ただし、カラマツにあっては８年）を目安とする。

（ｴ） 間伐率

目標材積間伐率は、35％を超えないものとする。ただし、法令等により間伐率の限

度が定められている林分については、その範囲内とする。

イ 保育の標準的な方法

林木の保育は、樹種の特性、林分の状況、実行時期等を十分考慮し、常に実態を把握

し、健全な森林を確実に造成することを目的に以下のとおりとする。

(ｱ) 作業時期、回数

保育作業計画 (年)
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

樹種 作 業 種

スギ 下 刈 △ ○ ○ ○ ○ △
← → ← →つる切、除伐 ○ ○

下 人工林 ○ ○ ○ ○ △
ｱｶﾏﾂ 刈 天然林 ○ ○ ○◎ ◎

← → ← →つる切、除伐 ○ ○
ｶﾗﾏﾂ 下 刈 ○ ○ ○ △

← → ← →つる切、除伐 ○ ○
、 。 、注 ２回刈 △は必要に応じて実施する その他明示されていない保育については◎は

現地の実態に即し、必要に応じて行う。

(ｲ) 施業方法の基準

ａ 下 刈

植栽木、有用天然木の生育状況及び植生の状況等現地の実態により適切な作業方法

を採用し、効率的な作業を行うこと。

下刈の終期は 植栽木の高さが雑草木より抜き出て 植栽木の生育に支障がなくな、 、
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った時期とする。

ｂ つる切

つる類の繁茂状況により必要に応じ実施することとし、かん木類の発生状況を勘案

して極力除伐作業と同時に実施する。

ｃ 除 伐

下刈の終了後 林分が閉鎖するまでの段階で 有用天然木の育成に配慮しつつ 目、 、 、

的樹種の生育を阻害している侵入木及び形質不良な造林木の除去を目的として実施す

る。

（２）間伐立木材積

別表３のとおり計画する。
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６ 公益的機能別施業森林の整備に関する事項

（１）公益的機能別施業森林の区域

ア 「水土保全林」の区域

別表５のとおり定める。

イ 「森林と人との共生林」の区域

別表５のとおり定める。

ウ ア又はイのうち伐採方法その他の施業の方法を特定する必要のある森林の区域

該当なし

（２）公益的機能別施業森林区域内における施業の方法

ア 水土保全林の区域における施業の方法

水源かん養機能又は山地災害防止機能の維持増進を特に図るとともに、生物多様性の

保全に資するため、高齢級の森林への誘導や伐採面積の縮小・分散及び伐期の長期化を

図る。

具体的には、立地条件に応じて育成複層林施業を積極的に推進するほか、更新時に林

床が裸地化する面積及び期間を縮小するため、森林の面的広がりやモザイク的配置に留

意し、１箇所当たりの伐採面積の縮小、伐採箇所の分散及び伐採林齢の長期化を図るこ

ととする。

特に、森林の齢級構成、林道の整備状況等地域の実情等からみて、これらの公益的機

能の維持増進を図るために必要かつ適切と見込まれる場合は、土壌の保全等を特に図る

観点から、伐採林齢を標準伐期齢の２倍程度まで延ばす長伐期施業や常に森林状態が維

持される育成複層林施業の推進を図ることとする。

また、林地の安定化を目的とした未立木地等への植栽や複層状態の森林への誘導の際

、 、 。には 立地条件や国民のニーズ等に応じ 広葉樹の導入による針広混交林化を推進する

イ 森林と人との共生林の区域における施業の方法

、 、生活環境保全機能又は保健文化機能の維持増進を特に図るため 森林の構成を維持し

樹種の多様性を増進する森林施業を推進する。

具体的には、自然環境の保全を最も重視すべき森林については、天然力の活用を基本

とした天然生林施業を行うこととし、必要に応じ、植生の復元等を実施するほか、野生

動植物の生息・生育地の減少及び分断を防ぐため、広域的な観点から森林の連続性に配

慮した回廊状の森林の確保を図ることとする。

また、森林とのふれあいや自発的な森林づくり活動の場として利用される森林につい

ては、景観の向上に配慮した天然生林施業、郷土樹種を主体とする花木や広葉樹との混

交も考慮に入れた育成複層林施業、人工林の有する景観美を維持するための育成単層林

施業の推進等に努めるとともに、森林レクリエーション施設と一体となった快適な森林

空間を創出する。
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都市近郊や里山等地域住民の生活に密接な関わりを持ち、よりよい生活環境の維持及

び創出に不可欠な森林については、立地条件や国民のニーズ等に応じ、択伐等による森

林構成の維持を基本とした施業を継続的に実施するほか、求められる効果に最も適合し

た森林の姿になるよう、樹種の選定や立木の密度等を配慮した保育、間伐等を積極的に

行うこととする。

ウ ア又はイのうち伐採方法その他の施業の方法を特定する必要のある森林の区域におけ

る施業の方法

該当なし

７ 林道の開設その他林産物の搬出に関する事項

（１）林道の整備に関する基本的な考え方

林道の開設については、Ⅱの２の(２)に定める森林の整備及び保全の目標の実現を図

るため、林道網の骨格となる林道及び森林施業の効率的な実施に必要な林道について計

画的な整備を促進することとする。

（２）開設又は拡張すべき林道の種類別及び箇所別の数量等

別表６のとおり計画する。

（３）更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する必要のある森林の所在及びその搬出

方法

該当なし

（４）その他必要な事項

林道の開設等に当たっては、林地の保全に留意するとともに、県等と連絡調整を図り

つつ、公道、民有林林道の配置状況等を勘案して路網の整備に努めることとする。

８ 森林施業の合理化に関する事項

流域内の県、市町村、木材産業関係者等を構成員とする流域森林・林業活性化協議会等を

通じて、森林・林業・木材産業関係者の合意形成及び民有林と国有林との緊密な連携を図り

つつ、林業の担い手養成、路網と高性能林業機械を組み合わせた低コスト作業システムの推

進、木材の流通、加工体制の整備等生産及び加工における条件整備に貢献するものとする。

また、地方公共団体等との間での森林の整備等に関する協定の締結を行うなど、民有林と協

調した森林整備に努めることとする。

（１）林業に従事する者の養成及び確保

森林の流域管理システムの確立及び国有林野事業における事業の民間実行の徹底を推

進する上において、合理的かつ効率的な事業規模、機械装備等を有する経営体質の強い
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林業事業体の育成・強化が重要となっている。

このため、林業事業体の体質強化、高性能林業機械の開発導入、林業労働者の就労条

件の改善、労働安全衛生の確保等に関する一般林政施策の充実とあいまって、国有林野

事業としても次の方策により林業事業体の育成、強化を図るとともに、これらを通じ優

れた林業労働者の確保に資することとする。

ア 事業の計画的、安定的な発注等により経営の安定化を図る。

イ 事業主への労働安全衛生対策に関する指導、就労条件の改善への配慮等を行うとと

もに、森林施業の多様化等に対応した実行体制を確保し得るよう施工管理体制の確立

に関する指導や技術指導等を行う。

（２）林業機械化の促進

林業機械化の促進については、森林施業の効率化や労働災害の減少等に資する高性能

林業機械の導入が重要であり、これまで国有林・民有林が連携してその普及に努めた結

果、着実に広まってきているものの、トラクター等従来の林業機械に、一部高性能林業

機械を組み合わせた作業システムが多数を占めている現状である。

、 、 、このため 民有林関係者と連携し 国有林をフィールドとした高性能林業機械の実演

労働生産性等のデータの提供を行うとともに、高性能林業機械技術者等の養成を行うな

ど、高性能林業機械の導入・促進を図るものとする。

（３）作業路等の整備

林道と施業対象地を有機的に連結し、高性能林業機械を含む機械作業システムの導入

を促進するとともに、保育、間伐等適切な森林施業の推進に資するため、作業路網の計

画的整備に努めるものとする。また、トラック等の走行に用いる一時的な施設である作

業道については、計画的な森林施業の実施に合わせて整備することとし、高性能林業機

械等の走行に用いる作業路については、近年の路網作設のための技術の向上も踏まえ、

できる限り簡易で耐久性のある構造での整備を推進する。

（４）林産物の利用の促進のための施設の整備

木材の計画的、安定的な販売に努めるとともに、今後間伐が増えることから、木材の

安定的取引関係の確立等による流通・加工コストの低減や供給ロットの拡大を通じ、需

要者のニーズに即した製品を供給し得る体制に民有林と連携しながら取り組むものとす

る。

９ 森林の土地の保全に関する事項

（１）樹根及び表土の保全その他林地の保全に特に留意すべき森林の地区

別表７のとおり定める。

（２）林地の保全のため林産物の搬出方法を特定する必要のある林分及びその搬出方法

該当なし
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（３）土地の形質の変更に当たって留意すべき事項

土地の形質変更に当たっては 林地の保全に十分留意することとし 地形 地質等の条、 、 、

件等に応じて実施地区を選定するとともに 土砂の切取り 盛土を行う場合には 法勾配、 、 、

の安定を図り 必要に応じて法面保護のための緑化工 土留工等の施設又は排水施設等を、 、

、 、 、設けることとし その他の土地の形質変更を行う場合には その態様に応じて土砂の流出

崩壊等の防止に必要な施設を設ける等適切な保全措置を講ずるものとする。

10 保安施設に関する事項

（１）保安林として管理すべき森林の種類別面積等

別表８のとおり計画する。

（２）保安施設地区として指定することを相当とする土地の所在及び面積等

該当なし

（３）実施すべき治山事業の数量

別表９のとおり計画する。

11 その他必要な事項

（１）法令により施業の制限を受けている森林の施業方法

別表１０のとおり定める。

（２）森林の保護及び管理

ア 森林の保護及び管理の方針

森林の保護及び管理については 保護樹帯の設置 適切な保育の実行等により病害虫、 、

等の森林被害に対する抵抗性の高い森林の整備に努めるとともに 日常の管理を通じて、

適時適切に行うこととする。

特に 松くい虫による被害については 被害抑制のための健全な松林の整備と防除対、 、

策の重点化 地域の自主的な防除活動等の一層の推進を図るとともに 被害の状況に応、 、

じ 被害箇所の復旧及び抵抗性を有するマツ又は他樹種への計画的な転換の推進をはか、

ることとする。

イ 森林の巡視に関する事項

山火事等の森林被害を未然に防止し また 病害虫等による被害の早期発見及び早期、 、

駆除に資するため、林野巡視、山火事警防等を適時適切に実施することとする。

ウ 森林の保護及び管理のための施設に関する事項

森林の面積 森林の管理状況等を勘案して林内歩道の整備を図るとともに 森林の保、 、

護思想の普及のための標識設置等を行うこととする。
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計 画 事 項 の 別 表

2054003
長方形
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別表１ 森林の有する機能別の森林の所在及び面積

単位 面積：ha

機 能 別 面 積
区 分

水源かん養 山地災害防止 生活環境保全 保 健 文 化 木材等生産

総 数 25,762.46 51.48 2,467.38 4,553.76 12,126.16

大 船 渡 市 1,673.12 4.35 774.65 1,251.54 390.58

陸前高田市 890.73 2.93 292.27 - 1,039.58

釜 石 市 8,984.94 22.36 1,400.46 2,279.75 2,984.50

住 田 町 6,153.78 19.97 - 686.10 3,405.23

大 槌 町 8,059.89 1.87 - 336.37 4,306.27

、 。注 森林の有する機能別の森林の所在は 別紙森林の有する機能別の森林の所在のとおり
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別紙

水源かん養機能

単位 面積：ha

区 分 森 林 の 区 域 （ 林 班 ） 面 積

総 数 25,762.46

大 船 渡 市 17～24,59～60 1,673.12

陸前高田市 45～51,55～56,58, 890.73

(陸)31

釜 石 市 101～121,123～144,301～304,311～314,356～357,359, 8,984.94

363～364,367～369,371～372,374,376～377,379,383～394,

396,399～401,403～405

住 田 町 1～12,25,27～35,38,41～44,62～67,69,73,75, 6,153.78

(上)1～3,5,(三)1

大 槌 町 145～158,160～168,173～180,183,186～193,198～204, 8,059.89

207～214,216～219,221～238

山地災害防止機能

単位 面積：ha

区 分 森 林 の 区 域 （ 林 班 ） 面 積

総 数 51.48

大 船 渡 市 21,59～60 4.35

陸前高田市 50～51 2.93

釜 石 市 103,108～110,115,119～120,125～128,130,132,134～135, 22.36

140,314,404

住 田 町 30,32,63 19.97

大 槌 町 145,160,193 1.87

生活環境保全機能

単位 面積：ha

区 分 森 林 の 区 域 （ 林 班 ） 面 積

総 数 2,467.38

大 船 渡 市 22,59～60 774.65

陸前高田市 57～58 292.27

釜 石 市 101～110,114,116～118 1,400.46
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保健文化機能

単位 面積：ha

区 分 森 林 の 区 域 （ 林 班 ） 面 積

総 数 4,553.76

大 船 渡 市 17～23 1,251.54

釜 石 市 301～310,314,404 2,279.75

住 田 町 5～12, 686.10

(姥)5～6

大 槌 町 195,234 336.37

木材等生産機能

単位 面積：ha

区 分 森 林 の 区 域 （ 林 班 ） 面 積

総 数 12,126.16

大 船 渡 市 21～24,59～60, 390.58

(氷)1～2

陸前高田市 45～58, 1,039.58

(陸)4,31

釜 石 市 102～121,123～128,130,132,134～144,308,356～357,359, 2,984.50

363～364,367～369,371～372,374,376～377,379,382～394,

396,399～401,403～404,

(釜)3～4,(鵜)2～4

住 田 町 1,9～10,25,27～36,38～44,62～67,69,73, 3,405.23

(住)51,(姥)4～6,(上)1～3,5,(三)1

大 槌 町 145～155,157,159～167,169～180,186～196,198～204, 4,306.27

207～214,216～219,222,224～233,235～236,239

注 １ 森林の区域(林小班）は、東北森林管理局計画課に備えおく別冊のとおり。

２ ( )書きは官行造林地で契約者等名称は以下のとおり。

（氷）大船渡市氷上 （陸）陸前高田市

（上）住田町上城・城内（千葉興二） （三）住田町三ツ峰（佐藤新五郎）

（釜）釜石市

（鵜）釜石市鵜住居財産区

（住）住田町

（姥）住田町姥石・愛染
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別表２ 計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等

単位 面積：ha

参 考（現 況）
区 分 現 況 計画期末

水 土 共 生 循 環

面 育成単層林 13,535 12,980 11,396 99 2,040

育成複層林 1,213 1,227 1,150 5 58

積 天 然 生 林 13,521 13,482 10,498 2,398 625

森林蓄積 m /ha 151 1723

林道整備率 ％ 43 46

注１ 育成単層林、育成複層林及び天然生林において実施される施業の内容については、以下

のとおり。

(1) 育成単層林においては、森林を構成する林木の一定のまとまりを一度に全部伐採し、人

為 により単一の樹冠層を構成する森林として成立させ維持する施業(育成単層林施業)。※１

(2) 育成複層林においては、森林を構成する林木を択伐 等により部分的に伐採し、人為に※２

より複数の樹冠層 を構成する森林（施業の関係上一時的に単層林となる森林を含む｡）※３

として成立させ維持する施業（育成複層林施業 。）

(3) 天然生林においては、主として天然力を活用することにより成立させ維持する施業（天

然生林施業 。この施業には、国土の保全、自然環境の保全、種の保存等のための禁伐等）

を含む。

２ 現況については、平成21年３月31日現在の数値である。また 「水土」は水土保全林、、

「共生」は森林と人との共生林 「循環」は資源の循環利用林を指す。、

※1 「人為」とは、植栽、更新補助（天然下種更新のための地表かきおこし、刈払い等 、）

芽かき、下刈り、除伐、間伐等の保育等の作業を総称したもの。

※2 「択伐」とは、森林内の成熟木を数年～数十年ごとに計画的に繰り返し伐採（抜き伐

り）すること。

「 」 。※3 複数の樹冠層 は､樹齢や樹種の違いから林木の高さが異なることにより生じるもの
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別表３ 伐採立木材積
３単位 材積：1,000m

総 数 主 伐 間 伐
区 分

総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹

総 数 906 899 7 368 367 1 538 532 6

別表４ 人工造林及び天然更新別の造林面積

単位 面積：ha

区 分 人工造林 天然更新

総 数 897 184
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別表５ 公益的機能別施業森林の区域

（１）水土保全林の区域

単位 面積：ha

区 分 森 林 の 区 域 （ 林 班 ） 面 積

総 数 23,720.72

大 船 渡 市 22～24,59～60 889.22

陸前高田市 45～51,55～56,58, 907.71

(陸)31

釜 石 市 101～121,123～144,311～314,356～357,359,363～364, 8,360.92

367～369,371～372,374,376～377,379,383～394,396,

399～401,403～404

住田町 1～4,7～12,25,27～35,38,41～44,62～67,69,73,75, 5,821.38

(上)1～5,(三)1

大 槌 町 145～158,160～168,173～180,183,186～193,198～204, 7,741.49

207～214,216～219,221～238

注 １ 森林の区域（林小班）は、東北森林管理局計画課に備えおく別冊のとおり。

２ ( )書きは官行造林地で契約者等名称は以下のとおり。

（陸）陸前高田市 （上）住田町上城・城内(千葉興二)

（三）住田町三ツ峰（佐藤新五郎）
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（２）森林と人との共生林の区域

単位 面積：ha

区 分 森 林 の 区 域 （ 林 班 ） 面 積

総 数 2,795.10

大 船 渡 市 17～23 854.01

釜 石 市 126,301～310,405 1,339.46

住 田 町 5～8 321.77

大 槌 町 158,167～168,190～191,193,195,224～226,232～234, 279.86

236～237

注 １ 森林の区域（林小班）は、東北森林管理局計画課に備えおく別冊のとおり。
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別表６ 開設又は拡張すべき林道の種類別及び箇所別の数量等
3単位 延長：km 面積：ha 材積：m

開設 利 用 区 域

拡張 種 類 位 置 路 線 名 延 長 面 積 材 積 備 考

別 (市町村) 針葉樹 広葉樹

開設 自動車道 大 船 渡 市 小松峠線 0.5 343 18,583 4,139

末崎 0.5 404 25,889 10,540

小計 ２路線 1.0

陸前高田市 小赤府沢 0.5 229 21,929 8,744

舛内沢 0.5 72 12,100 1,853

宝鏡小黒山線 0.5 211 13,474 5,714

小坪沢 0.5 352 16,196 10,109

細尾沢 1.3 66 9,346 2,620

小計 ５路線 3.3

釜石市 小松倉沢 0.5 104 16,961 5,739

二又 0.5 630 16,639 1,415

小計 ２路線 1.0

住田町 遠端 0.5 293 47,363 29,231

黒森山 0.5 315 27,905 11,216

小千能沢 0.5 71 38,713 37,937

若木沢 0.5 153 17,099 21,668

篠倉沢支線 0.5 127 54,383 11,022

小計 ５路線 2.5

大槌町 イチハタケ沢 0.5 266 16,961 5,739

柾内 0.5 300 19,221 6,046

大飛内 0.5 370 8,899 6,445

平田 0.5 306 14,856 3,660

金沢 0.5 189 7,916 3,362

五郎次沢 0.5 256 17,717 14,277

浪板 0.5 169 11,042 1,764

赤岩沢 0.5 466 1,690 9,153

小計 ８路線 4.0

合 計 ２２路線 11.8

拡張 自動車道 陸前高田市 小坪沢 0.04

（改良） 小計 １路線 0.04

釜石市 中川目 0.20

クル沢 0.06

二又 0.30

小計 ３路線 0.56
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3単位 延長：km 面積：ha 材積：m

開設 利 用 区 域

拡張 種 類 位 置 路 線 名 延 長 面 積 材 積 備 考

別 (市町村) 針葉樹 広葉樹

拡張 自動車道 住田町 外ナガトロ 0.15

（改良） 若木沢 0.03

千能沢 0.10

武士水沢 0.10

小計 ４路線 0.38

大槌町 折合 0.50

安瀬の沢 0.02

小計 ２路線 0.52

合 計 １０路線 1.50
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別表７ 樹根及び表土の保全その他林地の保全に特に留意すべき森林の地区

単位 面積：ha

面 積 留意すべき事項 備 考
森 林 の 所 在

市 町 村 地 区（林班）
１ 保安林等については、指定総 数 25,677.96

の目的の達成に必要な施業を大 船 渡 市 17～24,59～60 1,518.02

行う。陸前高田市 45～51,55～56,58 903.78

２ 立木の伐採に当たっては、(陸)31

山地災害防止機能等に支障を釜 石 市 101～121,123～144,301 9,030.31

及ぼすことのないよう留意す～307,309～314,356～35

る。土地の形質変更は極力行7,359,363～364,367～36

わない。やむを得ず行う場合9,371～372,374,376～37

は、必要最小限の規模とし、7,379,383～394,396,399

土砂の流出の防止等の施設を～401,403～405

設けるなど林地の保全に十分住 田 町 1～12,25,27～36,38,41 6,178.86

留意するものとする。～44,62～67,69,73,75

(上)1～5,(三)1

大 槌 町 145～158,160～168,173 8,046.99

～180,183,186～193,198

～204,207～214,216～21

9,221～238

注 ( )書きは官行造林地で契約者等名称は以下のとおり。

（陸）陸前高田市 （上）住田町上城・城内（千葉興二）

（三）住田町三ツ峰（佐藤新五郎）
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別表８ 保安林として管理すべき森林の種類別面積等

8～1 保安林として管理すべき森林の種類別の計画期末面積

単位 面積：ha

保安林の種類 面 積 備 考

保安林総数（実面積） 26,164

水源かん養のための保安林 25,655

災害防備のための保安林 9

保健、風致の保存等のための保安林 1,615

注 総数欄は、２以上の目的を達成するために指定される保安林があるた

め、水源かん養のための保安林等の内訳の合計に一致しない。

8～2 計画期間内において保安林の指定又は解除を相当とする森林の種類別の

所在及び面積等

単位 面積：ha

指定又は解除を指定 森 林 の 所 在
種 類 面 積 備 考

解除別 市町村 区 域 必要とする理由

指 定 水 源 大船渡 23 153 水源かん養の

かん養 市 ため

大槌町 159,172,239 340

計 493

8～3 計画期間内において指定施業要件の整備を相当とする森林の面積

該当なし
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別表９ 治山事業の数量

単位 地区

主な工種 備 考
森 林 の 所 在 治山事業

市町村 区 域 施工地区数

大 船 渡 市 60 １ 本数調整伐

釜 石 市 102,104,106,109,112,115,120,30 ３５ 山腹工

2,313,367～369,371～372,374,37 渓間工

6,379,383～394,396,399～401,403 本数調整伐

～404

住 田 町 30,32,62～65 ６ 山腹工

渓間工

本数調整伐

大 槌 町 178～179,189,191～193,209～210, １２ 渓間工

216～219 本数調整伐

合 計 ５４
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別表10 法令により施業について制限を受けている森林の施業方法

単位 面積：ha

森 林 の 所 在 備 考
種 類 面 積 施業方法

市 町 村 区 域 （林 班） （重複制限林）

水かん 大 船 渡 市 17～22,24,59～60 1,504.82 別紙１の 保 健 252.61

とおり 県特１ 47.80

県特２ 204.81

県特３ 757.02

鳥保特 279.62

陸前高田市 45～49,55～56,58 896.48

(陸)31

釜 石 市 101～121,123～144,301～304, 8,879.45 保 健 544.74

311～314,356～357,359,363～ 県特１ 83.28

364,367～369,371～372,374,3 県特２ 238.22

76～377,379,383～394,396,39 県特３ 253.24

9～401,403～405 砂 指 8.64

鳥保特 288.51

住 田 町 5～12,25,27～35,38,41～44,6 6,108.24 保 健 317.34

2～67,69,73,75 県特１ 55.86

(三)1,(上)1～5 県特２ 261.48

県特３ 343.37

砂 指 12.80

鳥保特 261.35

大 槌 町 145～158,160～168,173～180, 7,975.94 砂 指 1.25

183,186～193,198～204,207～

214,216～219,221～238

小計 25,364.93

土 流 大 船 渡 市 21 0.17 県特３ 0.17

小計 0.17

土 崩 陸前高田市 50～51 2.92

住 田 町 32,63 6.22

小計 9.14

保 健 大 船 渡 市 17～20 252.61 水かん 252.61

県特１ 47.80

県特２ 204.81

鳥保特 195.88
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森 林 の 所 在 備 考
種 類 面 積 施業方法

市 町 村 区 域 （林 班） （重複制限林）

保 健 釜 石 市 301～310 1,044.70 別紙１の 水かん 544.74

とおり 県特１ 131.70

県特２ 551.91

県特３ 361.09

鳥保特 609.64

住 田 町 5～8 317.34 水かん 317.34

県特１ 55.86

県特２ 261.48

鳥保特 261.35

小計 1,614.65

計 26,988.89

砂 指 大 船 渡 市 59～60 4.18 別紙３の

釜 石 市 108～110,115,119～120,125～ 16.06 とおり 水かん 8.64

128,130,132,134～135,314,40

4

住 田 町 30,32 12.80 水かん 12.80

大 槌 町 145,160,193 1.87 水かん 1.25

計 34.91

県特１ 大 船 渡 市 17～20 47.80 水かん 47.80

保 健 47.80

鳥特保 38.87

釜 石 市 301～304,307,309～310 131.77 水かん 83.28

保 健 131.70

鳥特保 86.25

住 田 町 5～7 55.86 水かん 55.86

保 健 55.86

鳥特保 36.57

小計 235.43

県特２ 大 船 渡 市 17～20 204.81 水かん 204.81

保 健 204.81

鳥特保 157.01

釜 石 市 303～307,309～310 551.92 水かん 238.22

保 健 551.91

鳥特保 523.39
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森 林 の 所 在 備 考

市 町 村 区 域 （林 班） （重複制限林）
種 類 面 積 施業方法

県特２ 住 田 町 5～8 265.91 別紙３の 水かん 261.48

とおり 保 健 261.48

鳥特保 224.78

小計 1,022.64

県特３ 大 船 渡 市 17～22 836.31 水かん 757.02

土 流 0.17

鳥特保 83.74

釜 石 市 301～302,305～308,404 648.14 水かん 253.24

保 健 361.09

住 田 町 7～12 364.33 水かん 343.37

(姥)5～6

小計 1,848.78

計 3,106.85

鳥保特 大 船 渡 市 17～18 279.62 水かん 279.62

保 健 195.88

県特１ 38.87

県特２ 157.01

県特３ 83.74

釜 石 市 303～304,309～310 609.64 水かん 288.51

保 健 609.64

県特１ 86.25

県特２ 523.39

住 田 町 5～6 261.35 水かん 261.35

保 健 261.35

県特１ 36.57

県特２ 224.78

計 1,150.61

注１ 種類及び備考欄の重複制限林の略称は、以下のとおり。

水かん＝水源かん養保安林 県特１＝県立自然公園第１種特別地域

土 流＝土砂流出防備保安林 県特２＝県立自然公園第２種特別地域

土 崩＝土砂崩壊防備保安林 県特３＝県立自然公園第３種特別地域

保 健＝保健保安林 鳥保特＝鳥獣保護区特別保護地区

砂 指＝砂防指定地

注２ ( )書きは官行造林地で契約者等名称は以下のとおり。

(陸)陸前高田市 (上)住田町上城・城内（千葉興二）

(三)住田町三ツ峰（佐藤新五郎） (姥)住田町姥石・愛染
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別紙１ 保安林の指定施業要件

事 項 基 準

伐採の方法 １ 主伐に係るもの

(1) 水源のかん養又は風害、干害若しくは霧害の防備をその指定の目的と

する保安林にあっては、原則として、伐採種の指定をしない。

(2) 土砂の流出の防備、土砂の崩壊の防備、飛砂の防備、水害、潮害若し

くは雪害の防備、魚つき、航行の目標の保存、公衆の保健又は名所若し

くは旧跡の風致の保存をその指定の目的とする保安林にあっては原則と

して、択伐による。

(3) なだれ若しくは落石の危険の防止若しくは火災の防備をその指定の目

的とする保安林又は保安施設地区内の森林にあっては、原則として伐採

を禁止する。

(4) 伐採の禁止を受けない森林につき伐採をすることができる立木は、原

則として、標準伐期齢以上のものとする。

２ 間伐に係るもの

(1) 主伐に係る伐採の禁止を受けない森林にあっては、伐採をすることが

できる箇所は、原則として、省令が定めるところにより算出される樹冠

疎密度が10分の８以上の箇所とする。

(2) 主伐に係る伐採の禁止を受ける森林にあっては、原則として、伐採を

禁止する。

伐採の限度 １ 主伐に係るもの

(1) 同一の単位とされる保安林等において伐採年度ごとに皆伐による伐採

をすることができる面積の合計は、原則として、当該同一の単位とされ

る保安林等のうちこれに係る伐採の方法として択伐が指定されている森

林及び主伐に係る伐採の禁止を受けている森林以外のものの面積の合計

に相当する数を、省令で定めるところにより、当該指定の目的を達成す

るため相当と認められる樹種につき当該指定施業要件を定める者が標準

伐期齢を基準として定める伐期齢に相当する数で除して得た数に相当す

る面積をこえないものとする。

(2) 地形、気象、土壌等の状況等により特に保安機能の維持又は強化を図

る必要がある森林については、伐採年度ごとに皆伐による伐採をするこ

とができる１箇所当たりの面積の限度は、省令で定めるところによりそ

の保安機能の維持又は強化を図る必要の程度に応じ当該指定施業要件を

定める者が指定する面積とする。

(3) 風害又は霧害の防備をその指定の目的とする保安林における皆伐によ

る伐採は、原則として、その保安林のうちその立木の全部又は相当部分

がおおむね標準伐期齢以上である部分が幅20メートル以上にわたり帯状

に残存することとなるようにするものとする。
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事 項 基 準

伐採の限度 (4) 伐採年度ごとに択伐による伐採をすることができる立木の材積は、原

則として、当該伐採年度の初日におけるその森林の立木の材積に相当す

る数に省令で定めるところにより算出される択伐率を乗じて得た数に相

当する材積をこえないものとする。

２ 間伐に係るもの

伐採年度ごとに伐採をすることができる立木の材積は、原則として、当

該伐採年度の初日におけるその森林の立木の材積の10分の3.5を超えず、か

つ、その伐採によりその森林に係る第１号(2)イの樹冠疎密度が10分の８を

下ったとしても当該伐採年度の翌伐採年度の初日から起算しておおむね５

年後においてその森林の当該樹冠疎密度が10分の８以上に回復することが

確実であると認められる範囲内の材積をこえないものとする。

植 栽 １ 方法に係るもの

満１年以上の苗を、おおむね、１ヘクタール当たり伐採跡地につき的確

な更新を図るため必要なものとして農林水産省令で定める植栽本数以上の

割合で均等に分布するように植栽するものとする。

2 期間に係るもの

伐採が終了した日を含む伐採年度の翌伐採年度の初日から起算して２年

以内に植栽するものとする。

３ 樹種に係るもの

保安機能の維持又は強化を図り、かつ、経済的利用に資することができ

る樹種として指定施業要件を定める者が指定する樹種を植栽するものとす

る。
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別紙２ 自然公園における施業の方法

区 分 施 業 の 方 法

特 別 森林の施業に関する制限について、環境大臣はそれぞれの地区につき農林水

保護地区 産大臣と協議して定めるものとする。

第１種 １ 禁伐とする。ただし、風致維持に支障のない場合に限り、単木択伐法を行

特別地域 うことができる。

２ 単木択伐法は次の規定により行う。

(1) 伐期齢は、標準伐期齢に見合う年齢に10年以上を加えて決定する。

(2) 択伐率は現在蓄積の10％以内とする。

第２種 １ 択伐法によるものとする。ただし、風致の維持に支障のない限り、皆伐法

特別地域 によることができる。

、 、 （ 、２ 公園計画に基づく車道 歩道 集団施設地区及び単独施設の周辺 造林地

要改良林分、薪炭林を除く ）は、原則として単木択伐法によるものとする。。

３ 伐期齢は、標準伐期齢に見合う年齢以上とする。

４ 択伐率は用材林においては、現在蓄積の30％以内とし、薪炭林においては

60％以内とする。

５ 伐採及び更新に際し、特に風致上必要と認める場合は環境省自然環境局長

及び県知事は、伐区、樹種、林型の変更を要望することができる。

６ 特に指定した風致樹については、保育及び保護に努めること。

７ 皆伐法による場合、その伐区は次のとおりとする。

(1) １伐区の面積は２ヘクタール以内とする。ただし、疎密度３より多く保

残木を残す場合又は車道、歩道、集団施設地区、単独施設等の主要公園利

用地点から望見されない場合は、伐区面積を増大することができる。

(2) 伐区は、更新後５年以上を経過しなければ連続して設定することはでき

ない。この場合においても、伐区は努めて分散させなければならない。

第３種 全般的な風致の維持を考慮して施業を実施し、特に施業の制限を受けないも

特別地域 のとする。

別紙３ 砂防指定地等の施業方法

区 分 施 業 の 方 法

砂防指定地 県条例で定めるところによる。

鳥獣保護区 「鳥獣保護区内の森林施業について （昭和39年１月17日38林野計」

特別保護地区 第1043号）による。
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